
髙橋とおるの活動実績（実現した施策等） 

 

① ごみ回収ボランティアの活動支援が前進！ 

河川敷等でごみ拾いに取り組む団体等が回収したごみの運搬・処理や、事前の草刈りな

どを県が行う「河川ごみ回収促進事業」が実現！  

←2023 年度当初予算策定時の知事折衝で、私から知事に事業の実施を直接要求。2023

年度以降、毎年 470～500 万円が予算措置され、現在も「河川ごみ等運搬・処分促進事

業」として継続されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 企業への電気代の補助や生産性向上支援で賃上げを後押し！ 

2023 年度 6月補正予算で、国の交付金を活用し特別高圧電力を使用する中小企業への

補助費用として総額 13 億円超を計上。併せて、中小企業等が生産性向上に向けて取り

組むエネルギー効率化や新事業展開等の支援として 5億円超を計上。 

←同年 4月の県議選で、賃上げ原資を確保するために、（ア）企業が支払う電気代の負

担を軽減すること、（イ）中小企業等の生産性向上を支援することなどを選挙公約に掲

げた。所属する国民民主党の働きかけなどもあり、国がエネルギー高騰対策に係る交

付金を創設したため、それを活用することで、選挙で訴えた支援が実現した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２３年度６月補正予算の概要 



③ 指定管理事業者への物価スライド 

県の施設の指定管理料について、2025 年度から賃金・物価スライドを導入！  

←2023 年度 9月定例会で、行政の入札案件では契約期間中に想定以上に原材料費や人

件費などが高騰しても、機動的な対応が難しい。物価上昇を適正かつタイムリーに価

格転嫁できるよう、インフレスライド条項を契約書に盛り込むなどの対策を検討すべ

きと提案。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



④ 政労使トップが出席する岡山版「政労使会議」が実現！ 

県内の労働団体や経済界、行政が主に賃上げを議論する地方版の「政労使会議」が

2025 年 1 月に県庁で開催されました。春闘での賃上げを地方に波及させる狙いで初め

て伊原木知事を含む各界のトップが集結。中小企業が原資を確保できる環境整備で連

携する「共同宣言」を採択しました。 

←2024 年 2 月定例会の一般質問で、岡山版「政労使会議」への知事の出席を要請。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



⑤ 「外国人材・留学生等支援推進条例」を議員発議で制定！ 

2024 年 9 月定例会で同条例を全会一致で可決（施行は翌年 4月から）。外国人労働者や

留学生への日本語教育や労働環境の整備について、県の責務や事業者の役割などを定

めたもの。 

←超党派で構成する「外国人材・留学生等支援推進議員連盟」で約３年に渡り議論し

てきた同条例を成立させることができた。私は同議連の副会長として、条例策定の中

心メンバーとして関わった。党派を超えて議論し、政策を練り上げたことは、大変貴

重な経験となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



⑥ 「地域公共交通ビジョン」の策定！ 

2026 年 3 月、県全体の地域公共交通施策の方向性を示す「岡山県地域公共交通ビジョ

ン」を策定された。国、県、市町村、交通事業者、地域住民等が、公共交通体系の中

で、それぞれの役割を果たしながら、県民の移動手段の確保などに、より一層連携し

て取り組むことができるよう、県全体の地域公共交通施策の方向性を示したもの。 

←2022 年 2 月定例会、2025 年 2 月定例会の一般質問などで繰り返し、県として「地域

公共交通政策」の策定を提案。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



⑦ カスハラ対策強化へ、職員へアンケートを実施！ 

←2025 年２月定例会で、カスタマーハラスメント対策の強化に向け県職員へアンケー

ト調査を実施するよう提案。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 若者、女性定着へ向けた発信力強化！ 

若者や若い女性の転出超過対策として、テレビ番組、TicTok,YouTubeなどを活用した

発信を戦略的に行うと答弁。 

←2026 年９月定例会で、岡山の「実質的な豊かさ」などを、SNSなど若者に届くツー

ルを使い、具体的かつわかりやすく発信するよう提案。 

 

 


